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衆議院決算行政監視委員会（分科会）ニュース

平成 22.5.17 第 174 回国会第 1号

5月 17日（月）、第 1回の分科会が開かれました。

①平成 20年度一般会計歳入歳出決算

平成 20年度特別会計歳入歳出決算

平成 20 年度国税収納金整理資金受払計算書

平成 20 年度政府関係機関決算書

②平成 20年度国有財産増減及び現在額総計算書

③平成 20年度国有財産無償貸付状況総計算書

第 1分科会

（皇室費、国会、裁判所、会計検査院、内閣、内閣府（本府、警察庁、金融庁）、外務省及び環境省所管並びに他の分科

会所管以外の国の会計）

・決算概要説明、決算検査報告概要説明及び会計検査院の指摘に基づき講じた措置の説明を聴取しました。

・岡田外務大臣、小沢環境大臣、中井国務大臣（国家公安委員会委員長）、原口国務大臣（地域主権推進担当）、仙谷国

務大臣（国家戦略担当）、枝野国務大臣（行政刷新担当）、大島内閣府副大臣、大塚内閣府副大臣、渡辺総務副大臣、

加藤法務副大臣、武正外務副大臣、鈴木文部科学副大臣、馬淵国土交通副大臣、泉内閣府大臣政務官、山井厚生労働

大臣政務官、足立厚生労働大臣政務官、長安国土交通大臣政務官、楠田防衛大臣政務官及び政府参考人並びに参考人

に対し質疑を行いました。

（参考人）日本銀行総務人事局長 櫛 田 誠 希君

（質疑者及び主な質疑内容）

（環境省所管）

福 井 照君（自民）

・地域経済の再生のため、海外から観光客を呼べる自然環

境学習施設等の充実を図る必要があるのではないか。

・我が国で起きた公害の克服過程や現状を後世に伝える施

設を整備するなどして、地方振興に生かす必要性につい

て環境大臣の見解を伺いたい。

（内閣府（本府）所管）

秋 葉 賢 也君（自民）

・行政刷新会議における事業仕分けで得られた結果と今年

度予算に反映された内容との関係の透明化とそれに関す

る説明責任が必要であると考えるが、行政刷新担当大臣

の認識を伺いたい。

・ 独立行政法人のプロパー職員と天下り職員の退職金等に

差異を設ける必要性について、行政刷新担当大臣の見解

を伺いたい。

（内閣府（警察庁）所管）

秋 葉 賢 也君（自民）

・都道府県によっては、警察官一人当たりの負担人口は高

止まりしているところがあり、負担率を標準化する必要

があると考えるが、国家公安委員会委員長の見解を伺い

たい。

・３割の再犯者によって６割の犯罪が引き起こされている

といわれている。再犯をさせないためには、就労支援の

充実や保護司に対するサポートが必要であると考えるが、

法務省の見解を伺いたい。

（内閣所管）

柚 木 道 義君（民主）

・Ｂ型肝炎訴訟和解協議について、広く国民の理解と協力

が得られるようにするための対象者や和解金額の考え方、

和解とは別の肝炎医療費助成の拡充や診療・検査体制の

更なる整備を行う必要性について、厚生労働省の所見及

び早急な和解解決に向けた決意を伺いたい。

・行政刷新会議における事業仕分け第３弾として、すべて

の特別会計の見直しを行うべきだと考えるが、内閣府の

見解を伺いたい。

・医療ツーリズムの推奨のために、外国人受診者への医療

ビザの発給や外国人医師・看護師の受入れ促進等を検討

すべきである。まずは特区に限定して認める方法も考え
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られるが、国家戦略担当大臣の見解を伺いたい。

（外務省所管）

菅 川 洋君（民主）

・次の時代に向けて核兵器のない世界への流れをつくる上

でＮＰＴ再検討会議（2010.5.3～）は重要であるが、こ

れに対する我が国政府のスタンスを伺いたい。

・21 世紀東アジア青少年大交流計画に関して、2007 年の補

正予算で５年間の事業経費として 350 億円拠出し、ＡＳ

ＥＡＮ事務局、ＳＡＡＲＣ事務局、財団法人日中友好会

館及び財団法人日韓文化交流基金に事業を委託すること

となった経緯を伺いたい。

柴 山 昌 彦君（自民）

・防衛大臣が長野市内の記者会見（2010.5.16）において、

普天間飛行場移設に係る政府の基本方針に関して「負担

を一部、沖縄にお願いをせざるを得ないということを基

本に、それをはるかにしのぐ形で負担を全国展開するこ

との大枠を決定するのが、５月末の決着の大筋だ」と述

べたが、政府がこうした準備を進めているのは事実であ

るのか。

・在日米軍所沢通信基地については全面返還が所沢市民の

願いであるが、未だに全面返還が実現されていない点及

び市の費用負担の考え方について、外務大臣の認識を伺

いたい。

田 中 和 徳君（自民）

・ 国際機関における日本人職員の数が少ない理由について、

また、職員数増加を妨げる要因を除くため、一歩踏み込

んだ取組を行う必要性について外務大臣の見解を伺いた

い。

・青年海外協力隊の再就職が厳しい状況を踏まえ、その経

験を活かし再就職の斡旋を行う必要があると思うがどう

か。

（内閣府（本府）所管）

宮 崎 岳 志君（民主）

・中心市街地活性化基本計画に厚生労働省の役割を位置付

け、医療・福祉を中心としたまちづくりを行う必要があ

ると思うが、地域主権推進担当大臣の見解を伺いたい。

・天下りの調査・公表対象を、全国の独立行政法人、公益

法人、特殊法人及び認可法人等に広げる必要があると思

うがどうか。
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第 2分科会

（総務省、財務省、文部科学省及び防衛省所管）

・決算概要説明、決算検査報告概要説明及び会計検査院の指摘に基づき講じた措置の説明を聴取しました。

・菅財務大臣、川端文部科学大臣、野田財務副大臣、中川文部科学副大臣、鈴木文部科学副大臣、馬淵国土交通副大臣、

古本財務大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。

（質疑者及び主な質疑内容）

（財務省所管）

五十嵐 文 彦君（民主）

・将来、消費税率を引き上げた場合、輸出大企業は消費税

の輸出免税による還付金があるが、それがない下請け中

小企業との間に不公平感が顕在化する懸念がある。財務

省の見解を伺いたい。

・将来的に、消費税の課税原則を仕向け地原則（消費地課

税主義）から原産地原則に変更する可能性があるかにつ

いて、財務省の見解を伺いたい。

城 井 崇君（民主）

・国債整理基金特別会計における減債基金を一般会計に繰

り入れる可能性について、財務省の見解を伺いたい。

・各特別会計を所管している各省庁において、不用額発生

のメカニズムを再検証する必要性について、財務省の見

解を伺いたい。

小 泉 龍 司君（国守）

・平成 23年度の新規国債発行額を平成 22年度の同発行額

（44.3 兆円）以下に抑える旨の財務大臣の発言の趣旨に

ついて伺いたい。

・特別会計における積立金の積立基準の明確化が必要であ

ると考えるが、財務省の見解を伺いたい。

平 智 之君（民主）

・財政資金により民間事業を支援する場合には、融資より

も政府の債務保証の方が有益性が高いと考えるが、財務

省の見解を伺いたい。

・国土交通省の外部委託業務の中には、本来、国土交通省

内で実施すべき業務が含まれているのではないか。

（文部科学省所管）

谷田川 元君（民主）

・医師の確保のため、大学医学部の新設を認めるべきと考

えるが、医学部新設についての文部科学省の見解を伺い

たい。

・義務教育費国庫負担金について、国庫負担率を２分の１

から３分の１に削減したことに対する文部科学大臣の見

解を伺いたい。また、国庫負担率を２分の１に戻し、将

来的には全額国庫負担とすべきと考えるが、文部科学大

臣の見解を伺いたい。

橘 慶一郎君（自民）

・教育課程特例校のような各地域における独自の教育の推

進に係る文部科学省の今後の方針を伺いたい。

・地域活性化の観点から、大学の役割についての文部科学

省の認識を伺いたい。

・これまでの我が国の宇宙政策についての総括と今後重点

的に取り組む課題について文部科学省に伺いたい。
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第 3分科会

（厚生労働省、農林水産省及び経済産業省所管）

・決算概要説明、決算検査報告概要説明及び会計検査院の指摘に基づき講じた措置の説明を聴取しました。

・長妻厚生労働大臣、赤松農林水産大臣、直嶋経済産業大臣、渡辺総務副大臣、田島環境副大臣、山井厚生労働大臣政

務官、足立厚生労働大臣政務官、佐々木農林水産大臣政務官、近藤経済産業大臣政務官及び政府参考人、参議院事務

局当局並びに参考人に対し質疑を行いました。

（参考人） 日本年金機構理事長 紀 陸 孝君

（質疑者及び主な質疑内容）

（厚生労働省所管）

玉 木 朝 子君（民主）

・現在、障害者制度改革推進本部等において、障害者制度

改革の議論が進められているが、難病患者の取扱いにつ

いて、厚生労働大臣はどのように考えているのか。

・難病患者の雇用促進のため、難治性疾患患者雇用開発助

成金制度により雇用された者は障害者雇用率の算定対象

に含めるべきではないか。

赤 松 正 雄君（公明）

・歯科レントゲン画像から骨密度を評価するシステム（ボ

ーンライト）を活用することにより、骨粗鬆症の早期発

見につなげる仕組みの検討を進めるべきではないか。

・カイロプラクティック療法に対する厚生労働省の慎重な

対応を見直し普及を図るべきではないか。

（農林水産省所管）

小野寺 五 典君（自民）

・宮崎県で発生した口蹄疫問題に係る所管大臣として、農

林水産大臣はどのように取り組む考えか。

・チリ中部沿岸を震源とする地震（平成 22年２月）による

津波の養殖施設被害に係る激甚災害指定による災害復旧

事業の補助額は、残存価格を考慮するため５年を超えた

施設はゼロ査定となる。養殖業者が再生産可能となるよ

う、これを見直すべきではないか。

宮 崎 岳 志君（民主）

・林地残材の活用に向けて、農林水産大臣及び環境副大臣

はどのように取り組むのか。

・割り箸に対する課税の導入について、農林水産大臣及び

環境副大臣はどのように考えるか。

・宮崎県で発生した口蹄疫に関し、殺処分された家畜の埋

却状況及び埋却地の確保状況はどのようなものか。また、

口蹄疫問題に対し、政府としてどのように取り組むのか。

木 村 太 郎君（自民）

・民主党本部から農林水産省に派遣されている者はいるの

か、また、どのような経歴の者であるのか。

・輿石民主党参議院議員会長の農地法違反問題に対する農

林水産省の対応について伺いたい。

・戸別所得補償制度についての本年４月からの申請状況は

どのようになっているのか、都道府県によって差異はあ

るのか、また、果樹農家は本制度の対象となるのか。

網 屋 信 介君（民主）

・口蹄疫の拡大防止についての政府の決意を伺いたい。ま

た、被害農家に対し農業共済からはどのような支払いが

なされるのか。

・農業共済制度は、農業共済再保険特別会計、農業共済組

合連合会、農業共済組合（単組）の３段階制で運営され

ているが、単組の不祥事が多い事情にかんがみ、県単位

で一つの組合を構成してガバナンスを一体的に行うこと

が必要なのではないか。

小 里 泰 弘君（自民）

・宮崎県で発生している口蹄疫について、一定の地域を指

定して、感染していない家畜を含めた全頭殺処分を行う

べきとの意見があるが、農林水産大臣の所見を伺いたい。

・畜産農家を支援するため、肉用牛肥育経営安定特別対策

事業の特例措置の更なる拡大や差額補填の実施、滞留家

畜への対策等を行う必要があるのではないか。

石 津 政 雄君（民主）

・財団法人国際研修協力機構（JITCO）役員のうち５名が官

僚からの天下りであることが妥当なのか。また、役員報

酬が高すぎるのではないか。

・外国人研修・技能実習制度の実施に要する農家の費用負

担を軽減させる必要があると思うが、農林水産省の見解

を伺いたい。

（厚生労働省所管）

中 根 康 浩君（民主）

・平成 22年度予算において、日本年金機構に対し年金保険
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料からの支出がなされているが、年金保険料は年金給付

だけに充当するとした民主党の公約との関係についての

厚生労働省の見解を伺いたい。

・コスト削減の観点から日本年金機構の業務の外部委託の

在り方を見直すべきではないか。

（経済産業省所管）

菅 川 洋君（民主）

・昨年の事業仕分けで指摘されたエネルギー関係事業に類

似した事業に対して経済産業省としてどのような調査を

行い、どのように対応したのか。

・会計検査院が指摘したエネルギー対策特別会計の多額の

剰余金の発生原因とその後の対応状況について伺いたい。
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第 4分科会

（法務省及び国土交通省所管）

・決算概要説明、決算検査報告概要説明及び会計検査院の指摘に基づき講じた措置の説明を聴取しました。

・千葉法務大臣、前原国土交通大臣、辻元国土交通副大臣、馬淵国土交通副大臣、山井厚生労働大臣政務官、長安国土

交通大臣政務官、三日月国土交通大臣政務官、政府参考人、会計検査院当局及び最高裁判所当局に対し質疑を行いま

した。

（質疑者及び主な質疑内容）

（国土交通省所管）

大 西 健 介君（民主）

・地方道路公社が管理する有料道路の社会実験と高速道路

無料化の社会実験は足並みを揃えて実施した方が効果が

高いと考えるが、国土交通省の見解を伺いたい。

・連続立体交差事業を行っている自治体の財政負担を軽減

する方策について政府の見解を伺いたい。

奥 野 総一郎君（民主）

・社会資本整備事業特別会計治水勘定の歳計剰余金や翌年

度繰越額は一般会計に返納できないのか。

・治水勘定で保有している国有財産をデータベース化して

国民に公開すべきではないか。

田 中 和 徳君（自民）

・我が国の港湾は近年著しく国際競争力が低下しており、

特に東アジアの港湾の台頭に比較して後れをとったこと

に対する理由の分析等が欠かせないが、国土交通大臣は

最大の問題は何だと考えているか。

・スーパー中枢港湾施策は期待はずれの成果しか上がって

おらず、新たな取組が必要と考えているが、新政権にお

いてはどのような方針で取り組むのか。

橘 慶一郎君（自民）

・鉄道駅のバリアフリー化について、現在の進捗状況はど

うか。また、地方に配慮し１日当たりの平均利用者数が

５千人未満の駅について基準を緩めることによってバリ

アフリー化を推進する必要があるのではないか。

・北陸新幹線の並行在来線として経営分離される北陸本線

は国内貨物ネットワークにおいて重要な位置付けにある

こと等にかんがみ、北陸本線に対するＪＲ西日本及びＪ

Ｒ貨物の様々な面での協力について、国としてどのよう

に考えるか。

高 井 崇 志君（民主）

・社会資本整備事業特別会計空港整備勘定について、空港

別の収支を地方も含めて明らかにする必要があるのでは

ないか。また、ターミナルビル及び駐車場と一体運営す

ることで赤字を解消し、民営化できるのではないか。

・諸外国に比べて非効率とされる航空管制業務の民営化を

検討する必要があるのではないか。

福 井 照君（自民）

・八ッ場ダムの事業の再開に係る現状について伺いたい。

また民意が尊重されなければいけないという点で共通し

ている普天間基地移設問題について、国土交通大臣はど

う感じているか。

・高速道路の原則無料化の定義及び基本的な考え方につい

て、国土交通大臣の認識を伺いたい。

阿知波 吉 信君（民主）

・社会資本整備事業特別会計空港整備勘定が、燃料税や着

陸料など民間に依存している中で、地方空港を建設し、

路線開設を航空会社に強いたことが航空会社の経営を圧

迫することにつながったのではないかという指摘に対す

る国土交通省の見解を伺いたい。

・空港整備事業と管制業務を分離して管制法人を設立し、

管制要員を非公務員化することが、総人件費２割削減と

いうマニフェスト実現の観点からも望ましいと思われる

が、国土交通大臣の見解はどうか。

赤 澤 亮 正君（自民）

・「コンクリートから人へ」のスローガンによる雇用への影

響をどう見ているのか。また、公共事業の発注が減少す

る中で、失われる雇用への対策は実施されているのか。

・道路のミッシングリンクを解消すること、この 10年間で

主だった道路を概成させること、供用開始年限を明確化

することについて、国土交通大臣の見解はどうか。

（法務省所管）

平 智 之君（民主）

・自立更生促進センターの設置場所の選定、開所及び運営

に当たって近隣住民と協議を行うことが必要であると考

えるが、法務大臣の所見を伺いたい。

・公共性のある既設の施設の運営に関して、近隣住民との
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協議を行うように努める必要があると考えるが、法務大

臣の所見を伺いたい。


